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　全国から約1千名の税理士が参加し
て開催される「会計事務所博覧会」
（主催＝ゼイカイ）。
7回目の今年は、10月8日（木）、9日

（金）の2日間、東京・秋葉原UDXで開
催する予定でしたが、新型コロナ第二
波の感染も予断を許さない状況のため
来年７月に延期し、代わって同日「オン
ライン会計事務所博覧会」（参加無
料）を開催します。「新しいつながりで
未来を創ろう！」をキャッチフレーズ
に、会計業界に関わる方々の商談・出
会いの場といたします。
　入場者は、フィンテック、会計税
務、税理士サポート、ＲＰＡといった
入り口から入り、会場内を歩き回るか
のように画面を操作して、展示物やパ
ネルの情報を画像または動画で閲覧
し、その企業の製品・サービスについ
て詳しく知ることができます。
また、サイトでは各出展企業の専用

オンラインブースを設置。プレゼン
テーションやセミナー動画も配信しま

す。出展者ブース内「お問い合わせ」ボ
タンから、来場者は出展企業担当者に
質問、問い合わせをすることも可能で
す。このほか、リポーターに扮した税
理士が各出展企業の疑似ブースを訪問
し、インタビュー動画を配信してライ
ブ感を演出します。
　オンラインカンファレンスでは、Ａ
Ｉ時代、変化する会計業界のこれから
をテーマに、業務効率化のためのツー
ル活用やコロナ第二波に備えた会計事
務所のテレワーク、with・afterコロナ
に会計事務所として何をすべきか、非
対面サービス時代における会計事務所
のあり方など、環境が大きく変わる中
でのＩＴ活用、事務所経営や顧問先支
援等について情報提供します。
　オンラインだからこそできる新しい
つながりを作ってみませんか。最新情
報は、随時お伝えしていきますので、
どうぞ、ご期待ください！！
※http://kaikeihaku.com/

10月に「オンライン会計事務所博覧会」
新しいつながりで未来を創ろう！

会計事務所のテレワークを考えると
き、ベースとなるのはさる４月に示され
た日本税理士会連合会（日税連）制度
部の「税理士の業務とテレワーク（在
宅勤務）～新型コロナウイルス感染防
止対応版～」、いわゆる“テレワーク指
針”の存在。あくまで緊急的に、現状の
税理士法の範囲でテレワークに関する
一定の見解が示され、これを契機に一
気にテレワークへの関心が増してきた。
会計業界でのテレワーク導入率につ

いて、全国の会計事務所に一斉に調査
した例はないが、例えばクラウドサービ
スを提供するMikatus株式会社（ミカタ
ス）が5月から6月にかけて実施した調
査によると、177名の回答者のうち、約
半数からすでに導入済との回答を得
た。都市部での導入比率が高く、事務
所規模によって導入状況に差があり、
また年配税理士より若手税理士の方が
導入率は高いという結果が判明。調査
対象の会計事務所によって比率に差異
はあるものの、他のアンケート調査を見
ても、回答者の半数近くはテレワーク

導入、もしくは導入予定としていること
から、関心の高さが伺える。
　現状、多くの事務所でテレワークを
導入したくとも進まない理由のトップ
は、そもそも職員やスタッフの自宅に
パソコンやネット環境がないことが挙
げられる。また、「紙の証憑を受け取
る必要がある」ことを理由に、ペー
パーレス化やデータ共有が進んでいな
い点も大きな課題だ。テレワークの推
進にはペーパーレス化が課題で、ス
キャナーを使った会計処理や書類の電
子化と保存など、環境変化に対応でき
る事務所づくりが求められている。
　また、こうしたパソコン周りの環境
整備だけでなく、コロナ第二波で検討
すべき項目は、今まで以上に会計事務
所がいかに感染拡大を予防しながら事
業活動を営めるかだろう。
　緊急事態宣言でテレワークを導入し
た会計事務所の多くは、このIT技術を
上手く活用しているものの、課題とし
て残るのが、電話対応や郵便物の受け
取り、来客対応など、総務関連の業務

だろう。この部分は、どの事務所でも
出勤して対応しており、今後もテレ
ワークと通勤を併用しながら対応して
いくと思われる。
　職員にテレワークのメリットを聞い
たところ、「通勤時間を省ける」「子
育てや介護をしながら働ける」「家族
と過ごす時間が増えた」「仕事に集中
しやすい」などを挙げる。
　一方、デメリットとしては、「オン・
オフの切り替えが難しい」「職員間で
のコミュニケーションが取りにくい」
との意見が多く聞かれる。対面でのや
り取りがなくなるため、メールや電話
などで相手にどのように情報や要望を
分かりやすく伝えるか、また文章での
やり取りが中心となるため、表現の気
遣いなどこれまでと違うスキルが求め
られるとした意見も。こうした課題
は、職員教育として解決していく必要
がある。
　このほか浮き彫りになった課題は、
人事評価と勤怠などのルール、いわゆ
る就業規則に関する整備だろう。オ
フィスに出勤して働く機会が減ると、
職員の勤務態度を所長や管理職が自分
の目で確認しにくく、評価の根拠を集
めることが難しくなる。そのため、業
務評価の手法を改め、従来よりも可視
化させていくなど、職員との認識のズ
レが生じないよう見直していくことが
必要となる。

　そうした人事評価と並行して重要な
のが、就業規則の見直しだ。残業代を
はじめ、テレワークにかかる費用とし
てどこまで事務所が負担するのか、支
給するパソコンなどのIT機器だけでな
く、光熱費や通信費の負担についてど
うするのかも、就業規則などに明記し
ておくことが不可欠となる。また、労
災問題については、厚生労働省も在宅
勤務の事故は労災の対象に入るとして
おり、就業規則の見直しや「テレワー
ク規則」の作成などを促しているが、
テレワークを導入していても、そうし
た諸規定を整備している事務所はほん
のひと握りだろう。
会計事務所において、テレワークを

導入し、かつ生産性を維持、向上させ
ていくためには、情報の共有や業務の
標準化、進捗管理、成果管理ルールの
設定などに取り組む必要がある。現
状、会計事務所の業務をすべてテレ
ワークに完全移行するのは難しいが、
コロナ第二波の備えとしては、仕事の
内容、進め方など総合的に判断して、
出勤とテレワークとを併用していくパ
ターンが今後のスタンダードになって
いくと予測される。
　テレワークや顧問先とのオンライン
面談が当たり前になってきた状況を受
け止め、顧客ニーズにあわせて、いか
に業務を変革していけるかが、事務所
経営の大きな分かれ道になりそうだ。

　顧問先金融機関の通帳データをダ
ウンロードするフィンテックサービ
スには、多くの税理士が注目してい
るが、その進捗が芳しくない。
　今までフィンテック企業は、金融
機関とは契約せずに個人や企業から
の承諾を得て、通帳のデータを金融
機関のサイトから取得していた。　
しかし、金融庁はそれを良しとせ
ず、個々の金融機関と契約しなけれ
ばならないというルールを作った。
昨年５月には金融庁がフィンテック
企業を集め、今年５月までに金融機
関と契約を結ぶようにという通達を
行っている（その後コロナの影響で
11月までに延期）。
　およそ1年間という限られた時間内
での契約交渉に、フィンテック企業
の焦りの色は隠せない。というの
も、当初は金融庁からの指導もあり
スムーズに進むと楽観視していた
フィンテック企業だったが、金融機
関から返ってきた言葉は、「月々の
利用料を求める」という返答だった
からだ。
　もし国内すべての金融機関に月額
数十万円ずつ支払うとすると、毎月
数千万円のコスト増となる。家計簿
ソフトのように無料が前提のフィン
テックサービスもあるため、フィン
テック企業は頭を抱えている。ま
た、金融庁は各銀行ごとに作成する

銀行API開発費用となる二十数億円を
フィンテック企業に支払うように求
めている。現在、十数社が支払いを
決定しているため、各社の負担は２
億円程度だが、この開発コストを回
収できるかどうかも微妙なところ
だ。
あるメーカーは「海外では、金融

機関がお金を払ってフィンテックを
推し進めようとしているのに、日本は
真逆の構造になっている。通帳デー
タを閲覧する仕組み作りでもこんな
状況なので、どう取り組んでいけば
いいのか全くわからない状況だ」と
言う。
　そんな逆風の中、会計ソフトメー
カーと税理士で構成される一般社団
法人フィンテックガーデン（東京・
千代田区）は、各金融機関ごとに銀
行APIを開発するのは現実的ではない
と考え、各会計ソフトメーカーと共
同、連名で「国内標準銀行API案」を
年内に発表する予定だという。
　すでに様々なサービスが行われて
いる海外に後れを取り続ける日本の
フィンテックは、まだまだ発展途上
と言わざるを得ない。
（※本紙では、連載中の「会計事務
も知っておきたい、実は身近なオー
プンAPI」の記事で詳細を紹介してい
ます）。

　　　　　　　 進まぬ銀行オープン API
各会計ソフトと共同で年内に「国内標準化案」

　続くコロナ禍により、在宅勤務を含めたテレワーク（リモートワーク）の導
入・運用に関心が集まる会計業界。オンラインセミナーではそのメリットやデ
メリット、課題等をテーマに開催されるケースが目立つことからしても、今後、
テレワークによる働き方が定着していくのは間違いないだろう。そこで、依然
として収束の目途が立たない状況において、コロナの第二波に備えた、会計
事務所のテレワークについて考えてみる。
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